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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 18,165 19,927 25,287 39,017 43,679

経常利益 (百万円) 213 1,180 1,998 889 2,373

中間(当期)純利益 (百万円) 12 611 979 289 1,281

純資産額 (百万円) 56,636 56,600 59,445 56,186 59,413

総資産額 (百万円) 66,493 67,107 78,554 65,418 75,687

１株当たり純資産額 (円) 793.47 812.03 822.62 805.88 801.36

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 0.18 8.77 13.35 4.06 17.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 0.18 8.71 13.23 4.06 17.30

自己資本比率 (％) 85.2 84.3 75.7 85.9 78.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 601 2,479 △1,593 2,501 3,297

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 41 909 1,217 △98 424

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △802 △567 △2,092 △1,545 1,502

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,017 9,968 10,214 6,980 12,420

従業員数 (名) 1,061 1,087 1,471 1,050 1,375



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 15,220 16,355 20,054 32,090 34,626

経常利益 (百万円) 407 1,168 1,853 725 2,244

中間(当期)純利益 (百万円) 161 722 941 213 1,351

資本金 (百万円) 7,831 7,831 7,831 7,831 7,831

発行済株式総数 (千株) 79,147 79,147 79,147 79,147 79,147

純資産額 (百万円) 55,687 55,660 57,977 55,351 58,535

総資産額 (百万円) 62,787 63,167 70,084 61,780 69,271

１株当たり純資産額 (円) 780.18 798.54 802.31 793.91 789.53

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2.27 10.37 12.84 2.99 18.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2.26 10.30 12.72 2.99 18.30

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 8.00 10.00

自己資本比率 (％) 88.7 88.1 82.7 89.6 84.5

従業員数 (名) 688 681 699 663 679



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の２社を連結の範囲に含めております。これは、当中間連結会計期間において

㈱ヴェルデックスの株式を取得し子会社になったこと及びアイダ・ド・ブラジルを新規設立したことによるものであ

ります。 

(注) １ 「議決権の所有割合」の(内書)は間接所有割合であります。 

２ ㈱ヴェルデックスの主な事業の内容は、自動車の造型用モデル・試作車等の受託製造であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合が組織されておりますが、労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

会社名 住所 
資本金又は 

出資金 

主な事業の 

内容 

議決権の 

所有割合 

(％) 

関係内容 

㈱ヴェルデックス 
神奈川県 

相模原市 

百万円 

98 
その他 70 

当社製品のパンプレット等の製作 

当社固定資産（土地・建物・機械装置

等）の賃貸借。また、同社の銀行借入

に対して当社が債務保証。 

役員の兼任なし 

アイダ・ド・ブラジル 
ブラジル 

サンパウロ市 

千ブラジル 

レアル 

125 

プレス機械・ 

サービス 

100 

(100) 

当社グループ製品の販売・サービス 

役員の兼任１名 

事業部門の名称 従業員数(名)

プレス機械 1,067 

サービス 203 

その他 16 

管理（共通） 185 

合計 1,471 

従業員数(名) 699 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、設備投資および個人消費の改善に伴い、景気は回復基調を辿ってまいりまし

た。一方、海外の経済は、米国やアジアの景気は引続き順調に推移し、欧州は内需低迷により低調に推移しました。 

 鍛圧機械製造業界におきましても、主たる需要業界である自動車関連業界の堅調な動きに加え、薄型テレビの市場拡

大による家電関連の設備投資の増加等により内外の受注環境が好転し、需要の回復傾向が顕著となってまいりました。

 このような状況下で、当社グループは今年度「No.１クォリティ，No.１コスト，No.１テクノロジーへのチャレンジ

５ヶ年計画」の第４年次として「グローバル経営システムの確立」をスローガンとして掲げ、更なる飛躍を目指して重

点目標達成に取り組んでまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は自動車関連業界向けの増加等により25,287百万円（対前年同期比26.9％

増）となりました。利益面におきましては、その増収効果により営業利益は1,829百万円（同96.9％増）、経常利益は

1,998百万円（同69.3％増）、中間純利益は979百万円（同60.2％増）となりました。 

  

  ① 当社グループは、主として鍛圧機械とこれに付帯する装置等を製造・販売しており、当中間連結会計期間につ
いては、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める当該事業区分の割合がいずれも90％を超え
ているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。事業部門別売上は、プレス機械部門が
20,792百万円(前年同期比26.5％増)、サービス部門が4,374百万円(前年同期比25.5％増)、その他部門が120百万
円(前年同期比1500.8％増)となっております。 

  
  ② 所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

日本 ：国内の設備投資需要の増大により、売上高は20,036百万円（対前年同期比23.1％増）、営業利益は合
理化効果等により1,727百万円（同140.7％増）となりました。 

アジア：中国、タイなど自動車関連向け設備投資需要の増大等により、売上高は4,351百万円（対前年同期比
39.8％増）、営業利益は552百万円（同111.8％増）となりました。 

米州 ：売上高は自動車関連向けの増大により4,147百万円（対前年同期比53.0％増）となりましたが、営業損
失は低採算案件等の影響により163百万円（同61.7％増）となりました。 

欧州 ：イタリアの連結子会社の稼動により、売上高は2,686百万円（対前年同期比215.7％増）となりました
が、工場操業度が低水準だったため、営業損失は200百万円（同2439.5％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは受注残高の

増加に伴うたな卸資産の増加、法人税等の支払等により1,593百万円の支出(前年同期は2,479百万円の収入)となり、投

資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の売却等により1,217百万円の収入(前年同期は909百万円の収入)、ま

た財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払、自己株式の取得等で2,092百万円の支出(前年同期は567百万円

の支出)となり、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は10,214百万円（前連結会計年度末に比べ2,206百万

円の減少）となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、主として鍛圧機械とこれに付帯する装置等を製造・販売しております。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 売上割合が10％以上の主要な販売先がありませんので、相手先別の記載を省略しております。 

  

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

プレス機械 19,150 ＋16.7 

サービス － － 

その他 84 － 

合計 19,234 ＋17.2 

事業部門の名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

プレス機械 28,616 ＋46.6 37,554 ＋62.1 

サービス 4,374 ＋25.5 － － 

その他 120 ＋1500.8 － － 

合計 33,112 ＋43.8 37,554 ＋62.1 

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

プレス機械 20,792 ＋26.5 

サービス 4,374 ＋25.5 

その他 120 ＋1500.8 

合計 25,287 ＋26.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社及び当社グループは、「成形システムビルダとしてグローバルに発展し、人と社会に貢献する企業であり続け

る」を理念に掲げ、当中間連結会計期間は、基幹商品の強靭化と基盤技術の確立及び次世代主力製品開発を基本方針

として研究開発に取り組んでおります。 

本年度も「世界オンリー・ワン商品造り」のもとに、成長市場にある小型HDDやハイブリッド自動車等の高精密部品

のモノづくり市場をターゲットとした基幹商品の拡充を行っております。 

  

研究開発体制は、当社の開発本部、技術研究所を中心に、独立行政法人 産業技術総合研究所及び国内外の各大学

の研究機関との共同研究、当社の委託による一部子会社との連携によって行なわれております。 

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、615百万円、売上高比2.4％であります。 

  

当中間連結会計期間の研究開発活動の主なものは、次のようになっております。また、事業部門別では、ほとんど

がプレス機械部門に関するものであります。 

 基幹商品の強化 

 1）アルティメート精密成形機ULシリーズは第二段階として能力8000～20000kNの大型プレスの商品化。 

 2）小型HDDの小物精密部品を対象とするNS1-600の商品化。 

 3）ハイブリッド自動車や高性能コンプレッサのモータコアの電磁鋼板打抜きに対応した４ポイント高速精密自動プ

レスの商品拡充。 

  

 新技術、基盤技術の開発 

 1）NCダイクッションの開発。 

 2）ラミネート鋼板の成形技術の開発。 

 3）精密せん断技術の開発。 

 4）バイオ解析技術の開発。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

重要な設備計画の変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

重要な設備計画の完了はありません。 

  

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに計画した重要な設備の新設等は次のとおりであります。 

(注) 上記設備につきましては、当社より連結子会社㈱アクセスへの賃貸を予定しております。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等は計画しておりません。 

  

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業部門 

の名称 

設備の内

容 

投資予定額

(百万円) 
資金調達 

方法 
着手年月 

完成予定 

年月 
総額 既支払額 

当社 
石川県 

白山市 
プレス機械 

建物及び

設備 
450 185 自己資金 

平成17年７

月 

平成17年12

月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨、定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は、

含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年６月27日定時株主総会決議 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 188,149,000

計 188,149,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 79,147,321 79,147,321
東京証券取引所
市場第１部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 79,147,321 79,147,321 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) (注)１        227 (注)１        187

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 227,000 187,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２  １株当たり 304 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日
至 平成24年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       304
資本組入額      152 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 



平成15年６月27日定時株主総会決議 
  

  

平成16年６月29日定時株主総会決議 
  

  

平成17年６月29日定時株主総会決議 
  

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) (注)１        305 (注)１        300 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 305,000 300,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２  １株当たり 388 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日
至 平成25年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       388
資本組入額      194 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) (注)１        589 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 589,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２  １株当たり 563 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成26年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       563
資本組入額      282 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) (注)１        938 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 938,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２  １株当たり 725 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日
至 平成27年３月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発
行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       725
資本組入額      363 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 



  
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行なう場合は、次の算式により行使価額を調整し，調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額を調整すべ

き場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱及び日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数は、信託業務に係る所有株式数

であります。 

２ 上記のほか株主名簿上当社名義となっている自己株式が6,884千株あり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は

8.70％であります。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
― 79,147 ― 7,831 ― 12,425

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱ (信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,683 7.18

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 5,495 6.94

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 3,725 4.71

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱ (信託口４) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,611 3.30

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 2,516 3.18

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,179 2.75

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱ (信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,047 2.59

ソシエテ ジェネラル バンク 
アンド トラスト 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

11,AVENUE EMILE REUTER L-2420 
LUXEMBOURG 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

1,846 2.33

会田仁一 
神奈川県川崎市麻生区上麻生４丁目36番
１号 

1,327 1.68

㈱横浜銀行 
神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目
１番１号 

1,163 1.47

計 ― 28,593 36.13



  
(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「単元未満株式数」には当社所有の自己株式31株が含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に1,000株(議決権１個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

6,884,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

71,396,000
71,396 ― 

単元未満株式 
普通株式 

867,321
― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 79,147,321 ― ― 

総株主の議決権 ― 71,396 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
アイダエンジニアリング㈱ 

神奈川県相模原市大山町
２番10号 

6,884,000 ― 6,884,000 8.70

計 ― 6,884,000 ― 6,884,000 8.70

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 675 667 608 637 660 806

最低(円) 583 566 544 570 600 588



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

現金及び預金     8,330   10,214    11,788  

受取手形及び売掛金     8,485   12,562    10,570  

有価証券     2,403   532    1,495  

たな卸資産     12,649   19,515    15,695  

繰延税金資産     923   931    898  

その他     879   1,116    960  

貸倒引当金     △76   △144    △118  

流動資産合計     33,595 50.1  44,728 56.9   41,290 54.6

Ⅱ 固定資産                

(1) 有形固定資産                

建物及び構築物 ※ 19,059    20,144   20,049    

減価償却累計額   10,552 8,506  11,294 8,850  10,920 9,129  

機械装置及び運搬具   15,299    15,929   15,640    

減価償却累計額   11,414 3,885  11,942 3,987  11,602 4,037  

土地 ※   5,728   5,717    5,721  

建設仮勘定     151   442    125  

その他   2,006    2,164   2,082    

減価償却累計額   1,636 370  1,751 413  1,686 395  

有形固定資産合計     18,642 27.8  19,410 24.7   19,409 25.6

(2) 無形固定資産     577 0.9  793 1.0   740 1.0

(3) 投資その他の資産                

投資有価証券     12,037   11,398    12,074  

繰延税金資産     3   7    3  

その他     2,335   2,301    2,256  

貸倒引当金     △83   △85    △85  

投資その他の資産合計     14,292 21.3  13,621 17.3   14,248 18.8

固定資産合計     33,512 49.9  33,826 43.1   34,397 45.4

資産合計     67,107 100.0  78,554 100.0   75,687 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

支払手形及び買掛金     2,851   4,685    4,675  

短期借入金     ―   92    ―  

未払金     ―   3,148    3,182  

未払法人税等     156   970    932  

前受金     2,873   5,790    3,750  

製品保証引当金     544   1,499    1,464  

賞与引当金     418   521    486  

その他     3,288   1,465    1,390  

流動負債合計     10,133 15.1  18,173 23.1   15,881 21.0

Ⅱ 固定負債                

退職給付引当金     5   59    31  

役員退任慰労金引当金     248   270    263  

その他     119   605    98  

固定負債合計     374 0.6  935 1.2   392 0.5

負債合計     10,507 15.7  19,109 24.3   16,274 21.5

                 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金    7,831 11.7  7,831 10.0   7,831 10.3

Ⅱ 資本剰余金     12,415 18.5  13,043 16.6   13,048 17.2

Ⅲ 利益剰余金        39,139 58.3  39,987 50.9   39,809 52.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    485 0.7  1,146 1.5   659 0.9

Ⅴ 為替換算調整勘定     △206 △0.3  236 0.3   △309 △0.4

Ⅵ 自己株式     △3,063 △4.6  △2,798 △3.6   △1,625 △2.1

資本合計     56,600 84.3  59,445 75.7   59,413 78.5

負債及び資本合計     67,107 100.0  78,554 100.0   75,687 100.0

                 



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     19,927 100.0  25,287 100.0   43,679 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   15,714 78.9  19,399 76.7   34,175 78.2

売上総利益     4,212 21.1  5,888 23.3   9,504 21.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   3,283 16.5  4,059 16.1   7,476 17.1

営業利益     929 4.7  1,829 7.2   2,027 4.6

Ⅳ 営業外収益                

受取利息   62    82   161    

受取配当金   38    59   50    

為替差益   95    ―   27    

保険解約返戻金   28    2   ―    

生命保険配当金   ―    19   ―    

その他   38 262 1.3 23 188 0.7 163 402 0.9

Ⅴ 営業外費用                

支払利息   ―    0   ―    

為替差損   ―    3   ―    

過年度租税公課   ―    6   ―    

自己株式取得手数料   ―    4   ―    

その他   11 11 0.1 3 19 0.1 57 57 0.1

経常利益     1,180 5.9  1,998 7.9   2,373 5.4

Ⅵ 特別利益                

固定資産売却益 ※３ 4    1   40    

投資有価証券売却益   5    ―   170    

貸倒引当金戻入益   12    11   10    

製品保証引当金 
戻入益 

  1    ―   ―    

その他   3 26 0.1 1 14 0.1 157 379 0.9

Ⅶ 特別損失                

固定資産除却損   50    10   65    

固定資産減損損失 ※４ ―    82   ―    

投資有価証券売却損   ―    54   ―    

退職金制度改定に伴う
損失 

  87    ―   87    

その他 ※５ 21 159 0.8 1 149 0.6 32 185 0.4

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    1,047 5.3  1,863 7.4   2,566 5.9

法人税、住民税 
及び事業税 

※６ 142    781   1,064    

法人税等調整額 ※６ 294 436 2.2 102 884 3.5 220 1,285 2.9

中間(当期)純利益     611 3.1  979 3.9   1,281 2.9



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,415 13,048   12,415

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益 0 0 ― ― 633 633

Ⅲ 資本剰余金減少高     

   自己株式処分差損 ― ― 5 5 ― ―

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  12,415 13,043   13,048

（利益剰余金の部） 
    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   39,085 39,809   39,085

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   中間(当期)純利益 611 611 979 979 1,281 1,281

Ⅲ 利益剰余金減少高 
  

    

   配当金 557 741 557 

   役員賞与 ― 557 60 801 ― 557

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  39,139  39,987   39,809

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

 1,047 1,863 2,566

減価償却費  895 873 1,883

固定資産減損損失  ― 82 ―

貸倒引当金の増減額  △14 21 31

賞与引当金の増減額  67 34 135

製品保証引当金の増減額  10 48 △41

退職給付引当金の増減額  △8 28 15

受取利息及び受取配当金  △100 △141 △211

支払利息  ― 0 ―

有価証券売却損益  △5 54 △169

固定資産除却損  50 10 65

有形固定資産売却損益  △1 △1 △38

売上債権の増減額  1,387 202 △15

たな卸資産の増減額  △1,393 △3,626 △3,711

仕入債務の増減額  450 △268 2,603

その他資産の増減額  △206 △212 △164

その他負債の増減額  337 95 436

役員賞与の支払額  ― △57 ―

その他  △40 20 △41

小計  2,476 △972 3,344

利息及び配当金の受取額  103 138 232

利息の支払額  ― △0 ―

法人税等の支払額  △101 △759 △279

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,479 △1,593 3,297



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の売却による収入  353 ― 553

有形固定資産の取得 
による支出 

 △505 △501 △1,031

有形固定資産の売却 
による収入 

 8 3 94

投資有価証券の取得 
による支出 

 ― △3,904 △2,601

投資有価証券の売却 
による収入 

 1,205 5,293 4,944

定期預金の預入れによる 
支出 

 △165 △4 △171

定期預金の払戻しによる 
収入 

 12 372 12

営業譲り受けによる支出 ※１ ― ― △1,362

連結範囲の変動を伴う 
子会社株式取得による支出 

 ― △42 ―

その他  0 0 △13

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 909 1,217 424

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  ― 98 ―

短期借入金の返済 
による支出 

 ― △135 ―

長期借入金の返済 
による支出 

 ― △152 ―

社債の発行による収入  ― ― 2,000

少数株主からの払込み 
による収入 

 ― 12 ―

自己株式の取得 
による支出 

 △9 △1,237 △21

自己株式の売却 
による収入 

 0 59 83

配当金の支払額  △558 △736 △559

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △567 △2,092 1,502

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 167 262 215

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 2,987 △2,206 5,440

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 6,980 12,420 6,980

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※２ 9,968 10,214 12,420



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数  14社 

連結子会社の名称 

㈱アクセス、㈱エービーシ

ー、アイダデイトンテクノ

ロジーズCORP.、アイダカ

ナダ,INC.、アイダホンコ

ンLTD.、アイダスタンピン

グテクノロジーPTE.LTD.、

アイダスタンピングテクノ

ロ ジ ー ( マ レ ー シ ア )

SDN.BHD.、アイダスタンピ

ングテクノロジー(タイラ

ンド)CO.,LTD.、アイダマ

ニュファクチャリング(マ

レーシア)SDN.BHD.、会田

工程技術（上海）有限公

司、アイダエンジニアリン

グUK LTD.、アイダSAS、コ

プレスGmbH、アイダS.r.l. 

連結子会社の数 16社 

連結子会社の名称 

㈱アクセス、㈱エービーシ

ー、㈱ヴェルデックス、ア

イダホンコンLTD.、アイダ

スタンピングテクノロジー

PTE.LTD.、アイダスタンピ

ングテクノロジー(マレー

シア)SDN.BHD.、アイダス

タンピングテクノロジー

(タイランド)CO.,LTD.、ア

イダマニュファクチャリン

グ(マレーシア)SDN.BHD.、

会田工程技術（上海）有限

公司、アイダアメリカ

CORP.、ア イ ダ カ ナ

ダ,INC.、アイダエンジニ

アリングUK LTD.、アイダ

SAS、アイダS.r.l.、コプ

レスGmbH、アイダ・ド・ブ

ラジル 

連結子会社の数 14社 

連結子会社の名称 

㈱アクセス、㈱エービーシ

ー、アイダホンコンLTD.、

アイダスタンピングテクノ

ロジーPTE.LTD.、アイダス

タンピングテクノロジー

(マレーシア)SDN.BHD.、ア

イダスタンピングテクノロ

ジ ー ( タ イ ラ ン ド ) 

CO.,LTD.、アイダマニュフ

ァクチャリング(マレーシ

ア)SDN.BHD.、会田工程技

術（上海）有限公司、アイ

ダアメリカCORP.、アイダ

カナダ,INC.、アイダエン

ジニアリングUK LTD.、ア

イダSAS、アイダS.r.l.、

コプレスGmbH 

  当中間連結会計期間におい

てコプレスGmbH及びアイダ

S.r.l.を新規設立したこと

により、連結子会社が２社

増加しております。 

なお、アイダデイトンテク

ノロジーズCORP.は平成16

年10月１日付にて社名をア

イダアメリカCORP.に変更

しております。 

当中間連結会計期間におい

て連結子会社が２社(㈱ヴ

ェルデックス及びアイダ・

ド・ブラジル)増加してお

ります。これは、当中間連

結会計期間において㈱ヴェ

ルデックスの株式を取得し

子会社となったこと及びア

イダ・ド・ブラジルを新規

設立したことによるもので

あります。 

なお、コプレスGmbHは平成

17年11月21日付にて社名を

アイダプレッセンGmbHに変

更しております。 

当連結会計年度においてコ

プレス GmbH 及びアイダ

S.r.l.を新規設立したこと

により、連結子会社が２社

増加しております。 

  

  非連結子会社の名称 

アービオテック㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社の総資産、

売上高、中間純損益及び

利益剰余金等は、いずれ

も僅少であり、中間連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連

結の範囲から除外してお

ります。 

非連結子会社の名称 

アービオテック㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

 同左 

非連結子会社の名称 

アービオテック㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社の総資産、

売上高、当期純損益及び

利益剰余金等は、いずれ

も僅少であり、連結財務

諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の

範囲から除外しておりま

す。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

持分法を適用しない非連結

子会社 

アービオテック㈱ 

非連結子会社に持分法を適

用しない理由 

 非連結子会社の中間純損

益及び利益剰余金等は、

いずれも僅少であり、中

間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないた

め、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

持分法を適用しない非連結

子会社 

アービオテック㈱ 

非連結子会社に持分法を適

用しない理由 

 同左 

持分法を適用しない非連結

子会社 

アービオテック㈱ 

非連結子会社に持分法を適

用しない理由 

 非連結子会社の当期純損

益及び利益剰余金等は、

いずれも僅少であり、連

結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、

持分法の適用範囲から除

外しております。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社のうち、会田工

程技術（上海）有限公司の

中間決算日は６月30日であ

ります。中間連結財務諸表

の作成にあたっては同日現

在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上、必要な調整

を行っております。 

同左 連結子会社のうち、会田工

程技術（上海）有限公司の

決算日は12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成に

あたっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、連結上、必要

な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

②デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

(及び債務) 

  …時価法 

 ③たな卸資産 

  製品・仕掛品 

  …個別法による原価法 

  原材料 

  …主として先入先出法

による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …同左 

  

  

  

  

  

  

   時価のないもの 

   …同左 

  

 ②デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

(及び債務) 

  …同左 

 ③たな卸資産 

  製品・仕掛品 

  …主として個別法によ

る原価法 

  原材料 

  …同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は主として移動平

均法により算定) 

   時価のないもの 

   …同左 

  

 ②デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

(及び債務) 

  …同左 

 ③たな卸資産 

  製品・仕掛品 

  …同左 

  

  原材料 

  …同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  …当社及び国内連結子

会社は主として定率

法。ただし、一部の

当社建物について

は、定額法。海外連

結子会社は主として

定額法 

当社の建物及び構築

物、機械装置は当社

が相当と認めた耐用

年数を使用 

  建物及び構築物 

   ２年～50年 

  機械装置及び運搬具 

   ２年～10年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  …同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  建物及び構築物 

   同左 

  機械装置及び運搬具 

   同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  …同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  建物及び構築物 

   同左 

  機械装置及び運搬具 

   同左 

   ②無形固定資産 

  …定額法 

   なお、自社利用によ

るソフトウェアにつ

いては社内における

利用可能期間(５年)

に基づく定額法 

 ②無形固定資産 

  …同左 

 ②無形固定資産 

  …同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

  …債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

主として一般債権に

ついては貸倒実績率

法により、貸倒懸念

債権等特定の債権に

ついては個別に回収

可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

  …同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

  …同左 

   ②製品保証引当金 

  …製品の引渡後に発生

する費用支出に備え

るため、主として保

証期間内における補

修費用の見込額を計

上しております。 

 ②製品保証引当金 

  …同左 

 ②製品保証引当金 

  …同左 

   ③賞与引当金 

  …従業員賞与の支出に

充てるため、主とし

て支給見込額のうち

当中間連結会計期間

の負担額を計上して

おります。 

 ③賞与引当金 

  …同左 

 ③賞与引当金 

  …従業員賞与の支出に

充てるため、主とし

て支給見込額のうち

当連結会計年度の負

担額を計上しており

ます。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ④退職給付引当金 

  …従業員の退職給付に

備えるため、主とし

て当連結会計年度末

における退職給付債

務及び年金資産の見

込額に基づき、当中

間連結会計期間末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間内の一定年数

(10年。ただし、一

部の国内連結子会社

については５年)に

よる定額法により翌

連結会計年度から費

用処理することとし

ております。 

 ④退職給付引当金 

  …同左 

  

 ④退職給付引当金 

  …従業員の退職給付に

備えるため、主とし

て当連結会計年度末

における退職給付債

務及び年金資産の見

込額に基づき、計上

しております。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間内の一定年数

(10年。ただし、一

部の国内連結子会社

については５年)に

よる定額法により翌

連結会計年度から費

用処理することとし

ております。 

   ⑤役員退任慰労金引当金 

  …当社は役員の退職慰

労金の支払に備える

ため、役員退任慰労

金規程に基づく中間

期末要支給見込額を

計上しております。 

 ⑤役員退任慰労金引当金 

  …同左 

 ⑤役員退任慰労金引当金 

  …当社は役員の退職慰

労金の支払に備える

ため、役員退任慰労

金規程に基づく期末

要支給額を計上して

おります。 

  (4) 重要な外貨建資産また

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

なお、在外連結子会社

の資産・負債は中間連

結決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益・費用は期中

平均相場により円貨に

換算し、換算差額は資

本の部における為替換

算調整勘定に含めてお

ります。 

(4) 重要な外貨建資産また

は負債の本邦通貨への

換算基準 

同左 

(4) 重要な外貨建資産また

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

なお、在外連結子会社

の資産・負債は連結決

算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収

益・費用は期中平均相

場により円貨に換算

し、換算差額は資本の

部における為替換算調

整勘定に含めておりま

す。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所

有権が借主に移転する

と認められるもの以外

のファイナンス・リー

ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理

によっており、在外子

会社については、主と

して通常の売買取引に

準じた会計処理によっ

ております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処

理によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

(ヘッジ手段) 

為替予約及び通貨オ

プション 

(ヘッジ対象) 

外貨建予定取引 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

(ヘッジ手段) 

同左 

  

(ヘッジ対象) 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

(ヘッジ手段) 

同左 

  

 (ヘッジ対象) 

同左 

   ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関

する権限規定及び取引

限度額等を定めた内部

規定に基づき、ヘッジ

対象に係る為替変動リ

スクを一定の範囲内で

ヘッジしております。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ③ヘッジ方針 

同左 

   ④ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ対象とヘッジ手

段との関係が直接的で

あるため、ヘッジの有

効性の評価を省略して

おります。 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

  

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜

方式によっておりま

す。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 同左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヵ月以内に満期が

到来し、容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなってお

ります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヵ月以内に満期が到

来し、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い短期投資からなっており

ます。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

―――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利益が82

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき土地の

金額から直接控除しております。 

  

―――――― 

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

―――――― 

  

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めておりました「未払金」(前中間連結会計期間2,139

百万円)については重要性が増したため、当中間連結会

計期間より区分掲記しております。 

  

  

―――――― 

  

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めておりました「生命保険配当金」(前中間連結会

計期間10百万円、前連結会計年度15百万円)については

営業外収益の総額の10％を超えたため、当中間連結会計

期間より区分掲記しております。 

  

―――――― 

  

前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」

に含めておりました「自己株式取得手数料」(前中間連

結会計期間 0百万円、前連結会計年度 0百万円)につい

ては営業外費用の総額の10％を超えたため、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※ 固定資産の取得価額から直接控

除した国庫補助金等による圧縮

記帳累計額 

 建物 242百万円

 土地 28百万円

※ 固定資産の取得価額から直接控

除した国庫補助金等による圧縮

記帳累計額 

 建物 242百万円

 土地 28百万円

※ 固定資産の取得価額から直接控

除した国庫補助金等による圧縮

記帳累計額 

 建物 242百万円

 土地 28百万円



(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 売上原価 

製品の引渡後に発生する費用

支出に備えるため、保証期間

内における補修費用の見込額

を計上した製品保証引当金繰

入額276百万円を含めており

ます。 

※１ 売上原価 

製品の引渡後に発生する費用

支出に備えるため、保証期間

内における補修費用の見込額

を計上した製品保証引当金繰

入額425百万円を含めており

ます。 

※１ 売上原価 

製品の引渡後に発生する費用

支出に備えるため、保証期間

内における補修費用の見込額

を計上した製品保証引当金繰

入額1,464百万円を含めてお

ります。 

※２ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

費目 金額 

  百万円 

給料及び手当 1,047 

賞与 77 

賞与引当金 

繰入額 
99 

役員退任慰労

金引当金 

繰入額 

15 

退職給付費用 59 

福利厚生費 177 

販売手数料 43 

広告宣伝費 36 

旅費交通費 169 

通信費 51 

賃借料 109 

保険料 69 

減価償却費 258 

租税公課 116 

※２ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

費目 金額 

  百万円 

給料及び手当 1,534 

賞与 80 

賞与引当金 

繰入額 
113 

役員退任慰労

金引当金 

繰入額 

22 

退職給付費用 72 

福利厚生費 187 

販売手数料 121 

広告宣伝費 57 

旅費交通費 202 

通信費 58 

賃借料 132 

保険料 80 

減価償却費 270 

租税公課 130 

※２ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

費目 金額 

  百万円 

給料及び手当 2,356 

賞与 244 

賞与引当金 

繰入額 
173 

役員退任慰労

金引当金 

繰入額 

30 

退職給付費用 116 

福利厚生費 349 

販売手数料 92 

広告宣伝費 178 

旅費交通費 385 

通信費 104 

賃借料 234 

保険料 123 

減価償却費 533 

租税公課 215 

※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
4百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
1百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

建物及び 

構築物 
24百万円

機械装置及び 

運搬具 
16百万円

※４    ――――― ※４ 固定資産減損損失 

 当社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

(経緯) 

 当社グループの保有する遊休資産

のうち、回収可能価額が帳簿価額を

下回るものについて、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(82百万円)として特別損

失に計上しております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額は正味売却価額（公

示価格等の市場価格を反映している

と考えられる指標を合理的に調整し

た価額により算定しております。）

により測定しております。 

用途 種類 場所 金額 

遊休 

土地 

土地 富山県

富山市 

82 

百万円 

※４    ――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 特別損失「その他」のうち 

固定資産売却損の内訳 

※５    ――――― 

  

※５ 特別損失「その他」のうち 

固定資産売却損の内訳 



  

機械装置及び 

運搬具 
2百万円

機械装置及び 

運搬具 
2百万円

※６ 「法人税、住民税及び事業

税」並びに「法人税等調整

額」の計上方法 

当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は

当期において予定している利

益処分による圧縮積立金の取

崩しを前提として、当中間連

結会計期間に係る金額を計算

しております。 

※６ 「法人税、住民税及び事業

税」並びに「法人税等調整

額」の計上方法 

同左 

※６    ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１    ――――― ※１    ――――― ※１ 営業の譲り受けにより増加し

た資産及び負債の主な内訳 

   アイダ S.r.l.  

流動資産 803百万円

固定資産 1,655百万円

資産合計 2,458百万円

流動負債 1,096百万円

 

※２ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

現金及び預金 8,330百万円

有価証券 2,403百万円

  計 10,734百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
△362百万円

コマーシャルペーパー

以外の有価証券 
△404百万円

現金及び現金同等物 9,968百万円

※２ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

現金及び預金 10,214百万円

現金及び現金同等物 10,214百万円

※２ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 11,788百万円

有価証券 1,495百万円

  計 13,283百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
△368百万円

政府短期証券以外の

有価証券 
△495百万円

現金及び現金同等物 12,420百万円



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(単位 百万円) 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械装置 
及び運搬具 62 42 19

その他 
(工具器具 
及び備品) 

365 128 236

無形固定資産 
(ソフトウェア) 141 56 84

合計 569 228 341

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(単位 百万円) 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械装置 
及び運搬具 79 56 23

その他 
(工具器具 
及び備品) 

364 146 218

無形固定資産 
(ソフトウェア) 120 56 64

合計 564 258 306

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

(単位 百万円) 

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械装置
及び運搬具 77 53 23 

その他
(工具器具 
及び備品) 

356 147 209 

無形固定資産
(ソフトウェア)

129 58 70 

合計 563 259 303 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 126百万円

１年超 215百万円

合計 341百万円

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 114百万円

１年超 191百万円

合計 306百万円

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 115百万円

１年超 188百万円

合計 303百万円

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額 

支払リース料 59百万円

減価償却費相当額 59百万円

③ 支払リース料、減価償却費相

当額 

支払リース料 68百万円

減価償却費相当額 68百万円

③ 支払リース料、減価償却費相

当額 

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 128百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 24百万円

１年超 93百万円

合計 118百万円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 61百万円

１年超 69百万円

合計 131百万円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 58百万円

１年超 74百万円

合計 133百万円

――――― （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

――――― 



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,287 2,348 1,060

② 債券  

社債 1,000 1,011 11

その他 4,204 4,133 △71

③ その他 6,057 5,873 △184

合計 12,549 13,366 816

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①その他有価証券 

 株式（優先株） 1,000

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 65

②子会社株式及び関連会社株式 10

合計 1,075



(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,121 3,341 2,219

② 債券  

その他 3,000 2,662 △337

③ その他 4,816 4,853 36

合計 8,938 10,857 1,918

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①その他有価証券 

 株式（優先株） 1,000

 非上場株式 62

②子会社株式及び関連会社株式 10

合計 1,072



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

次へ 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,121 2,532 1,410

② 債券  

政府短期証券 999 999 △0

その他 1,696 1,542 △153

③ その他 7,564 7,420 △144

合計 11,382 12,494 1,111

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①その他有価証券 

 株式（優先株） 1,000

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 65

②子会社株式及び関連会社株式 10

合計 1,075



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引    取引金融機関から提示された中間期末引き直し先物為替相場を使用しております。 

通貨オプション取引 取引金融機関から提示されたオプション料の時価評価を記載しております。 

２ ヘッジ会計を適用している為替予約取引については注記の対象より除いております。 

  

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引  

売建  

米ドル(円買) 167 ― 170 △3

英ポンド(円買) 157 ― 164 △6

カナダドル(米ドル買) 29 ― 30 △1

通貨オプション取引  

売建  

米ドル・コール 51 ― ― ―

(オプション料) ( 0) (―) ( 0) ( △0)

買建  

米ドル・プット 51 ― ― ―

(オプション料) ( △0) (―) ( △0) ( △0)

合計 
457
(―) 

―
(―) 

365
( 0) 

△11
( △0) 



(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引    取引金融機関から提示された中間期末引き直し先物為替相場を使用しております。 

通貨オプション取引 取引金融機関から提示されたオプション料の時価評価を記載しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については注記の対象より除いております。 

  

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引  

売建  

米ドル(円買) 1 ― 1 △0

ユーロ(円買) 5 ― 5 0

ユーロ(米ドル買) 76 ― 78 △1

カナダドル(米ドル買) 7 ― 7 △0

買建  

米ドル(円売) 30 ― 34 3

ユーロ(円売) 590 ― 590 0

通貨オプション取引  

売建  

米ドル・コール 470 ― ― ―

(オプション料) ( 4) (―) (18) (△13)

買建  

米ドル・プット 470 ― ― ―

(オプション料) (△4) (―) (△2) (△2)

合計 
1,653
(―) 

―
(―) 

718
(16) 

1
(△16) 



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引    取引金融機関から提示された期末引き直し先物為替相場を使用しております。 

通貨オプション取引 取引金融機関から提示されたオプション料の時価評価を記載しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については注記の対象より除いております。 

  

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引  

売建  

米ドル(円買) 267 ― 279 △12

カナダドル(米ドル買) 227 ― 232 △5

買建  

英ポンド(円売) 53 ― 55 2

米ドル（円売) 30 ― 32 2

カナダドル(米ドル売) 46 ― 46 0

米ドル(ユーロ売) 7 ― 7 △0

通貨オプション取引  

売建  

米ドル・コール 764 ― ― ―

(オプション料) (12) (―) ( 6) ( 5)

買建  

米ドル・プット 764 ― ― ―

(オプション料) (△12) (―) (△18) ( 6)

合計 
2,162
( 0) 

―
(―) 

655
(△11) 

△14
( 11) 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社及び当社グループは、主に鍛圧機械とこれに付帯する装置等を製造・販売しており、前中間連結会計期間及び

当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に

占めるそれらの事業区分の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……米国、カナダ 

(2) アジア…中国・香港、シンガポール、タイ、マレーシア、韓国 

(3) 欧州……フランス、イギリス、ドイツ 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の欄に含めた配賦不能の営業費用はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  なお、当中間連結会計期間よりアイダ・ド・ブラジルが連結子会社となったため、「北米」を「米州」に変更しておりま

す。 

(1) アジア…中国・香港、シンガポール、マレーシア、タイ、韓国 

(2) 米州……米国、カナダ、ブラジル 

(3) 欧州……イタリア、フランス、ドイツ、イギリス 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の欄に含めた配賦不能の営業費用はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

13,676 2,640 2,894 715 19,927 ― 19,927

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,596 69 217 135 3,018 (3,018) ―

計 16,272 2,709 3,112 850 22,946 (3,018) 19,927

営業費用 15,554 2,810 2,851 858 22,076 (3,078) 18,998

営業利益又は営業損失(△) 717 △101 261 △7 869 59 929

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

15,269 3,744 3,997 2,276 25,287 ― 25,287

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,767 606 150 409 5,933 (5,933) ―

計 20,036 4,351 4,147 2,686 31,221 (5,933) 25,287

営業費用 18,309 3,798 4,310 2,886 29,305 (5,846) 23,458

営業利益又は営業損失(△) 1,727 552 △163 △200 1,916 (87) 1,829



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…中国・香港、シンガポール、マレーシア、タイ、韓国 

(2) 北米……米国、カナダ 

(3) 欧州……イタリア、フランス、ドイツ、イギリス 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の欄に含めた配賦不能の営業費用はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

28,570 6,465 6,889 1,754 43,679 ― 43,679

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,989 523 288 287 7,088 (7,088) ―

計 34,560 6,989 7,177 2,041 50,768 (7,088) 43,679

営業費用 32,822 6,189 7,092 2,739 48,843 (7,191) 41,652

営業利益又は営業損失(△) 1,737 799 85 △697 1,925 102 2,027



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) アジア………………中国・香港、インドネシア、タイ、マレーシア、韓国等 

(3) 欧州…………………チェコ、イギリス、ドイツ等 

(4) その他の地域………メキシコ、オーストラリア等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

      なお、当中間連結会計期間より所在地セグメント情報の区分変更したことに伴い「北米」を「米州」に変更し、中南米諸

国を含めて表示しております。「その他の地域」に含まれる中南米諸国の海外売上高は、前中間連結会計期間（ -百万

円）、前連結会計年度（24百万円）であります。 

(1) アジア………………中国・香港、タイ、韓国、フィリピン、インドネシア等 

(2) 米州…………………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、コスタリカ等 

(3) 欧州…………………イギリス、イタリア、チェコ、トルコ、スイス等 

(4) その他の地域………南アフリカ、オーストラリア等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア………………中国、タイ、マレーシア、インドネシア、韓国、インド等 

(2) 北米…………………米国、カナダ 

(3) 欧州…………………イタリア、フランス、イギリス、ドイツ、チェコ、ポーランド等 

(4) その他の地域………メキシコ、ブラジル等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,659 3,272 3,057 10 9,001 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         19,927 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
13.3 16.4 15.3 0.1 45.2 

  アジア 米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,247 4,097 2,317 2 10,664 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         25,287 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
16.8 16.2 9.2 0.0 42.2 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,348 6,864 4,088 59 18,361 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         43,679 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
16.8 15.7 9.4 0.1 42.0 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 812.03円 822.62円 801.36円 

１株当たり中間(当期)純利益 8.77円 13.35円 17.40円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

8.71円 13.23円 17.30円 

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益        (百万円) 611 979 1,281 

普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円) 611 979 1,221 

普通株主に帰属しない金額    (百万円) 
  利益処分による取締役賞与金 

 

― 
 

― 
  
60 

普通株式の期中平均株式数    (千株) 69,714 73,328 70,184 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の内訳 
新株予約権

普通株式 435千株

新株予約権

普通株式 686千株

新株予約権 
普通株式 399千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

定時株主総会決議

ストックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
平成12年６月29日決議 
普通株式 320千株

定時株主総会決議

ストックオプション 
(新株予約権方式) 
平成17年６月29日決議 
普通株式 938千株

定時株主総会決議 
ストックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
平成12年６月29日決議 

(新株予約権方式) 
平成16年６月29日決議 

普通株式 320千株

普通株式 589千株



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

１．営業譲受契約 

当社は平成16年10月25日開催の取締役会において、当社の連結子会社アイダ S.r.l.がMANZONI GROUP S.p.A.か

らマンゾーニ工場とロベッタ工場のプレス機械製造・販売事業を譲受けることを決議し、同日付で営業譲渡契約

を締結いたしました。 

  

 (1) 営業譲受の目的 

当社は市場ニーズへの迅速な対応と連結収益の拡大を目指し、中長期的な経営戦略として、日米欧亜の４極に

生産・販売拠点を構築することを掲げております。このたび、その一環として欧州における生産体制確立のた

め、清算手続中で、管財人管轄下にあるイタリアのMANZONI GROUP S.p.A.のプレス機械製造・販売事業の一部を

当社子会社アイダ S.r.l.が譲受けることといたしました。 

  

 (2) 営業譲受契約の内容 

  

 ① 譲受部門の内容 

 同社のマンゾーニ工場とロベッタ工場のプレス機械製造・販売事業 

  

 ② 譲受資産・負債の状況                  （平成16年３月31日現在） 

  

 ③ 譲受価額及び決済方法 

 (a) 譲受価額    12,200千ユーロ ※ 

 (b) 決済方法    当社がアイダ S.r.l.の増資を引受け、同社が現金で決済する。 

   ※ 譲受価額は平成16年３月31日現在の資産・負債の状況により算出しておりますが、実際の譲受価額は、譲受完了日の資

産・負債の状況により調整した金額となります。 

  

資    産 負    債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

たな卸資産 

機械・設備 

土地・建物 

商標権 

6,562千ユーロ 

3,220千ユーロ 

8,326千ユーロ 

700千ユーロ 

製品保証等引当金 

  

6,608千ユーロ 

  

  

  



２．第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

当社は、平成16年11月18日開催の取締役会において、第三者割当による第３回無担保転換社債型新株予約権付

社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行を決議いたしました。 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

(1) 券面総額及び発行総額   金2,000,000,000円 

(2) 発行価格   額面100円につき金100円 

ただし、新株予約権は無償にて発行するものとする。 

(3) 利率   利息を付さない。 

(4) 償還金額   額面100円につき金100円 

(5) 償還期限   平成21年12月４日 

(6) 申込期日及び払込期日   平成16年12月６日 

(7) 募集の方法   第三者割当 

(8) 新株予約権の目的たる株式
の種類 

  当社普通株式 

(9) 発行する新株予約権の総数   20個 

(10)新株予約権の行使期間   平成16年12月７日から平成21年12月３日まで 

(11)資金の使途   当社の連結子会社アイダS.r.l.に対する投資に充当します。 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

現金及び預金     4,667   1,817    2,995  

受取手形     2,642   3,973    4,023  

売掛金     5,497   7,682    6,013  

有価証券     2,403   532    1,495  

たな卸資産     8,898   12,230    10,379  

その他 ※２   2,198   2,121    2,079  

貸倒引当金     △2   △1    △3  

流動資産合計     26,305 41.6  28,356 40.5   26,982 39.0

Ⅱ 固定資産                

(1) 有形固定資産                

建物 ※１ 14,752    14,803   14,751    

減価償却累計額   9,092 5,659  9,670 5,132  9,419 5,332  

機械及び装置   12,675    12,741   12,616    

減価償却累計額   10,400 2,275  10,581 2,159  10,456 2,160  

土地 ※１   5,530   5,447    5,530  

その他   3,233    3,462   3,221    

減価償却累計額   2,467 766  2,616 845  2,555 665  

有形固定資産合計     14,230 22.5  13,585 19.4   13,688 19.8

(2) 無形固定資産     135 0.2  236 0.3   114 0.2

(3) 投資その他の資産                

投資有価証券     20,311   25,793    26,402  

その他     2,267   2,195    2,168  

貸倒引当金     △83   △83    △85  

投資その他の資産合計     22,495 35.6  27,905 39.8   28,485 41.1

固定資産合計     36,861 58.4  41,727 59.5   42,288 61.0

資産合計     63,167 100.0  70,084 100.0   69,271 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

支払手形     186   257    259  

買掛金     2,313   3,432    3,080  

未払金     ―   3,351    3,506  

未払法人税等     56   715    716  

前受金     1,182   2,021    1,553  

製品保証引当金     416   530    461  

賞与引当金     374   394    394  

その他     2,659   600    409  

流動負債合計     7,189 11.4  11,302 16.1   10,381 15.0

Ⅱ 固定負債                

役員退任慰労金引当金     248   270    263  

その他     69   532    90  

固定負債合計     317 0.5  803 1.1   354 0.5

負債合計     7,507 11.9  12,106 17.3   10,735 15.5

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     7,831 12.4  7,831 11.2   7,831 11.3

Ⅱ 資本剰余金                

   資本準備金   12,425    12,425   12,425    

   その他資本剰余金   0    628   633    

   資本剰余金合計     12,425 19.7  13,053 18.6   13,058 18.9

Ⅲ 利益剰余金                

   利益準備金   1,957    1,957   1,957    

   任意積立金   35,040    35,804   35,040    

   中間(当期)未処分利益   987    993   1,617    

利益剰余金合計     37,986 60.1  38,755 55.3   38,615 55.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    480 0.8  1,136 1.6   656 0.9

Ⅴ 自己株式     △3,063 △4.8  △2,798 △4.0   △1,625 △2.3

  資本合計     55,660 88.1  57,977 82.7   58,535 84.5

負債資本合計     63,167 100.0  70,084 100.0   69,271 100.0



② 【中間損益計算書】 
  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     16,355 100.0 20,054 100.0   34,626 100.0

Ⅱ 売上原価     13,465 82.3 16,156 80.6   28,313 81.8

売上総利益     2,890 17.7 3,898 19.4   6,313 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,242 13.7 2,234 11.1   4,648 13.4

営業利益     647 4.0 1,663 8.3   1,665 4.8

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   54   33 114   

受取配当金   338   144 350   

不動産等賃貸料   56   71 115   

為替差益   88   6 79   

その他   55 593 3.6 25 282 1.4 104 764 2.2

Ⅴ 営業外費用           

賃貸資産に係る費用   61   79 127   

その他   11 73 0.4 13 92 0.5 57 184 0.5

経常利益     1,168 7.1 1,853 9.2   2,244 6.5

Ⅵ 特別利益 ※２   21 0.1 3 0.0   321 0.9

Ⅶ 特別損失 ※３ 
※４   191 1.2 149 0.7   243 0.7

税引前中間(当期) 
純利益     998 6.1 1,707 8.5   2,322 6.7

法人税、住民税 
及び事業税 ※５ 17   615 771   

法人税等調整額 ※５ 258 275 1.7 150 765 3.8 199 970 2.8

中間(当期)純利益     722 4.4 941 4.7   1,351 3.9

前期繰越利益     37 52   37 

吸収分割に伴う剰余金
増加額     227 ―   227 

中間(当期)未処分利益     987 993   1,617 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間期末日の市場

価格等に基づく時

価法 

    (評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …同左 

1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法 

    (評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

     時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

   …同左 

   時価のないもの 

   …同左 

   ② 子会社株式及び関連

会社株式 

   …移動平均法による

原価法 

 ② 子会社株式及び関連

会社株式 

   …同左 

 ② 子会社株式及び関連

会社株式 

   …同左 

  2) デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

(及び債務) 

   …時価法 

2) デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

(及び債務) 

   …同左 

2) デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

(及び債務) 

   …同左 

  3) たな卸資産 

  製品 ……個別法によ

る原価法 

  仕掛品 …個別法によ

る原価法 

  原材料 …先入先出法

による原価

法 

3) たな卸資産 

  製品 ……同左 

  

  仕掛品 …同左 

  

  原材料 …同左 

  

3) たな卸資産 

  製品 ……同左 

  

  仕掛品 …同左 

  

  原材料 …同左 

  

２ 固定資産の減価償

却の方法 

  

1) 有形固定資産 

 ① 建物(附属設備を除

く建物本体) 

当社が相当と認めた

耐用年数(13年～32

年)による定率法 

ただし、一部の建物

については、耐用年

数(31年～50年)によ

る定額法 

1) 有形固定資産 

 ① 建物(附属設備を除

く建物本体) 

同左 

1) 有形固定資産 

 ① 建物(附属設備を除

く建物本体) 

同左 

   ② 建物(本体を除く附

属設備)・構築物 

当社が相当と認めた

耐用年数(2年～20

年)による定率法 

 ② 建物(本体を除く附

属設備)・構築物 

同左 

 ② 建物(本体を除く附

属設備)・構築物 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ③ 機械及び装置 

   当社が相当と認めた

耐用年数(10年)によ

る定率法 

 ③ 機械及び装置 

   当社が相当と認めた

耐用年数(８年～10

年)による定率法 

 ③ 機械及び装置 

   当社が相当と認めた

耐用年数(10年)によ

る定率法 

   ④ その他 

   定率法(２年～20年) 

 ④ その他 

同左 

 ④ その他 

同左 

  2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用による

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法。 

2) 無形固定資産 

同左 

2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率法により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

1) 貸倒引当金 

同左 

  

1) 貸倒引当金 

同左 

  

  2) 製品保証引当金 

製品の引渡後に発生す

る費用支出に備えるた

め、保証期間内におけ

る補修費用の見込額を

計上しております。 

2) 製品保証引当金 

同左 

2) 製品保証引当金 

同左 

  3) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に充

てるため、支給見込額

のうち当中間会計期間

の負担額を計上してお

ります。 

3) 賞与引当金 

同左 

3) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に充

てるため、将来の支給

見込額のうち当事業年

度の負担額を計上して

おります。 

  4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

4) 退職給付引当金 

同左 

4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により翌事業

年度から費用処理する

こととしております。 

過去勤務債務は、発生

時に一括償却しており

ます。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  5) 役員退任慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、役員

退任慰労金規程に基づ

く中間期末要支給見込

額を計上しておりま

す。 

5) 役員退任慰労金引当金 

同左 

5) 役員退任慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、役員

退任慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上

しております。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

1) ヘッジ会計の方法 

同左 

1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

   為替予約及び通貨オ

プション 

  (ヘッジ対象) 

   外貨建予定取引 

2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

   同左 

  

  (ヘッジ対象) 

   同左 

2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

   同左 

  

  (ヘッジ対象) 

   同左 

  3) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関

する権限規定及び取引

限度額等を定めた内部

規定に基づき、ヘッジ

対象に係る為替変動リ

スクを一定の範囲内で

ヘッジしております。 

3) ヘッジ方針 

同左 

3) ヘッジ方針 

同左 

  4) ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ対象とヘッジ手

段との関係が直接的で

あるため、ヘッジの有

効性の評価を省略して

おります。 

4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

６ その他の中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等に関する会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等に関する会計処理 

 同左 

消費税等に関する会計処理 

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

―――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用して

おります。 

 これにより税引前中間純利益が82百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき土地の金

額から直接控除しております。 

  

―――――― 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

――――――― 

  
  
  
  
  

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め

て表示していた「未払金」(前中間会計期間2,248百万

円)については重要性が増したため、当中間会計期間よ

り区分掲記しております。 

  

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間において営業外収益の「その他」に含

めて表示していた「受取配当金」(前中間会計期間122

百万円)については重要性が増したため、当中間会計期

間より区分掲記しております。 

  

  

――――――― 

前中間会計期間において営業外収益の「その他」に含

めて表示していた「不動産等賃貸料」(前中間会計期間

62百万円)については重要性が増したため、当中間会計

期間より区分掲記しております。 

  

――――――― 

前中間会計期間において営業外費用の「その他」に含

めて表示していた「賃貸資産に係る費用」(前中間会計

期間74百万円)については重要性が増したため、当中間

会計期間より区分掲記しております。 

――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 固定資産の取得価額から直接

控除した国庫補助金等による

圧縮記帳累計額 

建物 242百万円

土地 28百万円

※１ 固定資産の取得価額から直接

控除した国庫補助金等による

圧縮記帳累計額 

建物 242百万円

土地 28百万円

※１ 固定資産の取得価額から直接

控除した国庫補助金等による

圧縮記帳累計額 

建物 242百万円

土地 28百万円

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未収消費税

等を流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ――――― 

 ３    ――――――  ３ 偶発債務 

保証債務 

下記の連結子会社の金融機関

からの借入金及び営業取引・

信用状取引に対して、次のと

おり債務保証を行っておりま

す。 

㈱ヴェルデ

ックス 
92百万円

ア イ ダ

S.r.l. 

155百万円

(1,145千ユ

ーロ) 

 ３    ―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 減価償却実施額 

有形固定資産 664百万円

無形固定資産 23百万円

１ 減価償却実施額 

有形固定資産 561百万円

無形固定資産 27百万円

１ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,356百万円

無形固定資産 46百万円

※２ 特別利益のうち主要項目 

貸倒引当金 
戻入益 

12百万円

投資有価証券 
売却益 

5百万円

※２ 特別利益のうち主要項目 

貸倒引当金
戻入益 

3百万円

※２ 特別利益のうち主要項目 

投資有価証券 
売却益 

170百万円

保険解約返戻益 134百万円

※３ 特別損失のうち主要項目 

退職金制度改 
定に伴う損失 

122百万円

有形固定資産 
除却損 

50百万円

※３ 特別損失のうち主要項目 

固定資産
減損損失 

82百万円

有形固定資産
除却損 

10百万円

※３ 特別損失のうち主要項目 

退職金制度改 
定に伴う損失 

122百万円

有形固定資産 
除却損 

65百万円

※４    ――――― ※４ 固定資産減損損失 

 当社は以下の資産について減損損

失を計上しました。 

(経緯) 

 当社の保有する遊休資産のうち、

回収可能価額が帳簿価額を下回るも

のについて、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失(82百万円)として特別損失に計上

しております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額は正味売却価額(公

示価格等の市場価格を反映している

と考えられる指標を合理的に調整し

た価額により算定しております。）

により測定しております。 

用途 種類 場所 金額 

遊休 

土地 

土地 富山

県富

山市 

82 

百万円 

※４    ――――― 

※５ 「法人税、住民税及び事業

税」並びに「法人税等調整

額」の計上方法 

当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による圧縮積立金の取崩

しを前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算してお

ります。 

※５ 「法人税、住民税及び事業

税」並びに「法人税等調整

額」の計上方法 

同左 

※５    ――――― 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(単位 百万円) 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械及び装置 46 37 8

車両運搬具 8 4 3

その他 
(工具器具 
及び備品) 

336 109 226

無形固定資産 
(ソフトウェア) 141 56 84

合計 532 208 323

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(単位 百万円) 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

機械及び装置 46 43 2

車両運搬具 3 1 2

その他 
(工具器具 
及び備品) 

328 123 204

無形固定資産 
(ソフトウェア) 120 56 64

合計 498 224 273

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(単位 百万円) 

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械及び装置 46 40 5 

車両運搬具 8 5 2 

その他
(工具器具 
及び備品) 

334 126 208 

無形固定資産
(ソフトウェア)

129 58 70 

合計 518 231 287 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 117百万円

１年超 206百万円

合計 323百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 103百万円

１年超 170百万円

合計 273百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 106百万円

１年超 180百万円

合計 287百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 118百万円

減価償却費相当額 118百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

――――― （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

――――― 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 798.54円 802.31円 789.53円 

１株当たり中間(当期)純利益 10.37円 12.84円 18.41円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 10.30円 12.72円 18.30円 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益        (百万円) 722 941 1,351

普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円) 722 941 1,291

普通株主に帰属しない金額    (百万円) 
  利益処分による取締役賞与金 

 

― 
 

― 
 

60 

普通株式の期中平均株式数    (千株) 69,714 73,328 70,184

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の内訳 
新株予約権

普通株式 435千株

新株予約権

普通株式 686千株

新株予約権 
普通株式 399千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

定時株主総会決議

ストックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
平成12年６月29日決議 
普通株式 320千株

定時株主総会決議

ストックオプション 
(新株予約権方式) 
平成17年６月29日決議 
普通株式 938千株

定時株主総会決議 
ストックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
平成12年６月29日決議 

(新株予約権方式) 
平成16年６月29日決議 

普通株式 320千株

普通株式 589千株



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 (自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

１．連結子会社アイダ S.r.l.への投資 

 当社は、平成16年10月14日に連結子会社であるアイダ S.r.l.へ26,990千ユーロ(3,660百万円)の投資を行な

いました。投資後のアイダ S.r.l.への当社の子会社株式残高は27,000千ユーロ(3,661百万円)であります。な

お、アイダ S.r.l.は当社の100％出資の子会社であり、同社の増資後の資本金は13,500千ユーロであります。

  

２．第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

 当社は、平成16年11月18日開催の取締役会において、第三者割当による第３回無担保転換社債型新株予約権付

社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行を決議いたしました。 

  

  

当中間会計期間 (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度 (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

(1) 券面総額及び発行価額   金2,000,000,000円 

(2) 発行価格   額面100円につき金100円 

ただし、新株予約権は無償にて発行するものとする。 

(3) 利率   利息を付さない。 

(4) 償還金額   額面100円につき金100円 

(5) 償還期限   平成21年12月４日 

(6) 申込期日及び払込期日   平成16年12月６日 

(7) 募集の方法   第三者割当 

(8) 新株予約権の目的たる株
式の種類 

  当社普通株式 

(9) 発行する新株予約権の総
数 

  20個 

(10)新株予約権の行使期間   平成16年12月７日から平成21年12月３日まで 

(11)資金の使途   当社の連結子会社アイダS.r.l.に対する投資に充当しま

す。 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

 (1) 
自己株券買付状況 
報告書 

      

平成17年６月３日 
平成17年７月12日 
平成17年８月５日 
平成17年９月７日 
平成17年10月７日 
平成17年11月８日 
及び平成17年12月７日 
関東財務局長に提出。 

 (2) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 

(第70期) 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

 (3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第２号の２の規定（ストックオ
プション制度に伴う新株予約権の発
行）に基づくもの 

  
平成17年10月３日 
関東財務局長に提出。 

 (4) 発行登録書（新株予約権証券）及びその添付書類   
平成17年６月８日 
関東財務局長に提出。 

 (5) 訂正発行登録書     
平成17年６月29日及び 
平成17年10月３日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１４日

ア イ ダ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイダエンジニアリ

ング株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平

成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、アイダエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 元 清 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

ア イ ダ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイダエンジニアリ

ング株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平

成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、アイダエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 元 清 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１４日

ア イ ダ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイダエンジニアリ

ング株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平

成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アイダ

エンジニアリング株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日か

ら平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 元 清 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

ア イ ダ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイダエンジニアリ

ング株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平

成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アイダ

エンジニアリング株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日か

ら平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係

る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 元 清 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 
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